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平成22年の税制改正により、我が国においても『移転価格文書』の作成が間接的に義務付けられ、提出期

限内に書類を提出することが出来ない場合には、ペナルティが課されることになっております。   

本セミナーでは、制度の概要の解説に加え、文書を作成する（作成を依頼する）ための基礎知識から実務

上のポイントまでを、テンプレートに基づき解説いたします。 

 

講  師 

 

●日 時●  ２０１３年 １１月８日（金）１３：００～１７：００ 

●会 場●  企業研究会セミナールーム（東京：麹町５丁目） 
  ＴＥＬ：０３－５２１５－３５１１ 

～基礎知識からテンプレートに基づき実務上のポイントを解説～ 

 

11/8 

（金） 

１３：００ 

１．イントロダクション 

（１）更正所得金額・更正件数の推移 

（２）移転価格更正事例 

（３）更正事例に見る近年の傾向 

（４）移転価格上の税務コンプライアンス 

２．移転価格とは 

３．移転価格税制の概要 

（１）移転価格税制の適用対象者 

（２）移転価格算定方法 

４．移転価格文書とは 

（１）改正の背景・内容・影響 

（２）提出書類の内容・作成期限 

（３）実務上の対応 

（４）移転価格文書の作成方法 

５．切出 PLの作成 

（１）切出 PL の概要・重要性 

（２）切出 PL の作成手順 

６．事実分析 

（１）事業に関する概要 

（２）分析の対象となる国外関連者 

（３）国外関連者の概要 

（４）国外関連者間取引の概要 

７．機能リスク分析 

（１）関連者の果たす機能 

（２）関連者の負担するリスク 

８．経済分析 

（１）独立企業間価格算定方法の選定 

（２）国外関連者との間における取引 

（３）特殊要因調整 

９．事例 

（１）日本子会社における移転価格文書作成 

（２）日本親会社における移転価格文書作成 

 

開催にあたって 

131065‐0606   『移転価格文書』作成の基礎知識と実務 

３１，５００円（本体価格 ３０，０００円） 

税込・資料代含 

１７：００ 

『移転価格文書』作成の基礎知識と実務 

３４，６５０円（本体価格 ３３，０００円） 

ノベル国際コンサルティング パートナー 税理士 高木慎一 氏 

■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mailにてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。 

後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HPにてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 

※最少催行人数に満たない場合は、中止とさせていただくこともありますので、ご了承下さい。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／川守田 E-mail:kawamorita@bri.or.jp 

 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2麹町 31ＭＴビル 2Ｆ 
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